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平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、
高齢化率は38％台の水準になると推計されている。
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（出所） 2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

2日本の人口の推移
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（出所） 2020年の人口は総務省「国勢調査」
2030年及び2065年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
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○ 2030年から2065年にかけて、いずれの年齢層も減少していくが、特に15～64歳の生産年齢人口が
より急速に減少していくと推計されている。

今後の人口構造の急速な変化
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（出典） 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2018年推計）」
（※１）世帯主が65歳以上の単身世帯を、高齢者単身世帯とする。
（※２）全世帯数に対する高齢者単身世帯の割合はグラフのとおりだが、世帯主年齢65歳以上世帯に対する割合は、32.6％（2015年）から40.0％ （2040年）へと上昇。
（※３）子どもがいる世帯のうちひとり親世帯＝ひとり親と子の世帯／（夫婦と子の世帯＋ひとり親と子の世帯）。また、子については、年齢にかかわらず、世帯主との続き柄が「子」である者を指す。
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○単身世帯、高齢者単身世帯、ひとり親世帯ともに、今後とも増加が予想されている。
単身世帯は、2040年で約４割に達する見込み。

ひとり親世帯

ひとり親世帯（※３）単身世帯

高齢者単身世帯

実績値
（国勢調査）

平成３０年推計値
（日本の世帯数の将来推計）

4世帯構成の推移と見通し
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【就業者数全体5,654万人】

計画ベース 需要
低下

生産性
向上

（万人）

1,012
［17.9%］

需要低下と
生産性向上

935
［16.5%］

医療福祉分野における就業者数（2040年度）

（注） ［ ］内は就業者数全体に対する割合。

医療

介護

1,065
［18.8%］

【シミュレーション（１）】
○ 医療・介護需要が一定程度低下した場合

※ これまでの受療率等の傾向や今後の寿命の伸び等を
考慮し、高齢期において、医療の受療率が2.5歳分
程度、介護の認定率が１歳分程度低下した場合

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数 ：

▲81万人 [▲1.4％]

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数 ：

▲53万人 [▲0.9％]

【シミュレーション（２）】
○医療・介護等における生産性が向上した場合

※ ICT等の活用に関する調査研究や先進事例等を踏ま
え、医療・介護の生産性が各５％程度向上するな
ど、医療福祉分野における就業者数全体で５％程度
の効率化が達成された場合

〇基本となる将来見通しに加え、今後の議論に資するため、①医療・介護需要が一定程度低下した場合、
②医療・介護等における生産性が向上した場合を仮定して、将来の就業者数に関するシミュレーションを実施。

厚生労働省 平成30年５月21日「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」

※ （１）と（２）が同時に生じる場合、2040年度の変化は▲130万人［▲2.3％］

（参考）
2025年度
計画ベース

931
［14.7%］

（注）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた
医療福祉分野全体の就業者数については、医療・介護分野の就業者数の変化率を用いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。

その他の
福祉分野

5医療・福祉分野におけるマンパワーのシミュレーション



ニッポン一億総活躍プランにおける「共通の基礎課程」の位置づけ

【国民生活における課題】
高齢、障害、児童等の対象者ごとに充
実させてきた福祉サービスについて、
複合化するニーズへの対応を強化する
ことが必要。

医療・福祉人材の確保に向けて、新た
な資格者の養成のみならず、潜在有資
格者の人材活用が必要。また、これに
より、他の高付加価値産業における人
材確保を同時に達成することが必要。

・有資格者のうち資格に係る専門分野で就業し
ていない者の割合：
保育士 約６割（2015年度・推計）
介護福祉士 約４割（2013年度・推計）

【今後の対応の方向性】

支え手側と受け手側が常に固定しているのではなく、皆が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域社会の実現
を目指す。あわせて、寄附文化を醸成し、NPOとの連携や民間資金の活用を図る。また、支援の対象者ごとに縦割りとなってい
る福祉サービスの相互利用等を進めるとともに、一人の人材が複数の専門資格を取得しやすいようにする。

【具体的な施策】

・地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域に根ざした活動を行うNPOなどが中心となって、小中学校区等の住民に
身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し、2020年～2025年を目途に全国
展開を図る。その際、社会福祉法人の地域における公益的な活動との連携も図る。

・多様な活躍、就労の場づくりを推進するため、公共的な地域活動やソーシャルビジネスなどの環境整備を進める。

・共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の醸成に向けた取組を推進する。

・高齢者、障害者、児童等の福祉サービスについて、設置基準、人員配置基準の見直しや報酬体系の見直しを検討し、
高齢者、障害者、児童等が相互に又は一体的に利用しやすくなるようにする。

・育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を受
け止める、市町村における総合的な相談支援体制作りを進め、2020年～2025年を目途に全国展開を図る。

・医療、介護、福祉の専門資格について、複数資格に共通の基礎課程を設け、一人の人材が複数の資格を取得しやすい
ようにすることを検討する。

・医療、福祉の業務独占資格の業務範囲について、現場で効率的、効果的なサービス提供が進むよう、見直しを行う。
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年度
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年度

2023
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2024
年度

2025
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指標

2020年～2025年
を目途に：
地域課題の解決
力を強化する体
制 全国展開
総合的な相談支
援体制 全国展
開

2021年度：
新たな共通の基
礎課程の実施

設備・人員基準や
報酬体系の
見直しを検討

各地域における体制の確立・充実

検討結果を
踏まえた
対応を実施

地域課題の
解決力の強化／
福祉サービスの
一体的提供／
総合的な

相談支援体制づくり

各資格の
履修内容に
関する研究

医療、介護、福祉の
専門資格における
共通の基礎課程の

検討・
業務独占資格の
対象範囲の見直し

資格所持による履修期間短縮について、
資格ごとに検討・結論。

可能な資格から履修期間短縮を実施

介護福祉士と
准看護師相互の

単位認定について検討

単位認定拡大について、資格ごとに検討・結論。
可能な資格から単位認定を実施

可能な資格から履修期間短縮を実施
※共通の基礎課程創設後も、既取得者に適用

業務独占資格の業務範囲の見直しを継続的に検討・実施

相談支援体制づくりと地域課題の解決力強化について、
モデル事業等を数年間実施する中で制度化を検討

誰
も
が
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え
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う
地
域
の
構
築
に
向
け
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
実
現

―

新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
福
祉
の
提
供
ビ
ジ
ョ
ン―

（
平
成27

年9

月17

日
・
厚
生
労
働
省
）

新たな共通の基礎課程の実施
※共通の基礎課程が一部資格にとどまる場合には、
資格の範囲の拡大について継続検討・順次実施

福祉系国家資格を
有する者に対する
保育士養成課程・
保育士試験科目の

一部免除について検討

福祉サービスの
一体的な提供に

ついて
運用上の対応が
可能な事項の

ガイドラインを整備

年度

施策
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新たな共通の基礎課程の
具体案について検討・結論

平成28年6月2日 閣議決定



○住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す
○地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す

○個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援
○人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が 『我が事』として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

「地域共生社会」とは

平成29（2017）年：介護保険法・社会福祉法等の改正
 市町村による包括的支援体制の制度化
 共生型サービスの創設 など

平成30（2018）年：
 介護・障害報酬改定：共生型サービスの評価 など
 生活困窮者自立支援制度の強化

2020年代初頭：
全面展開

【検討課題】
①地域課題の解決力強化のための体制の全国的な整備のための支援方策（制度のあり方を含む）
②保健福祉行政横断的な包括的支援のあり方 ③共通基礎課程の創設 等

平成31（2019）年以降：
更なる制度見直し

平成29年2月7日 厚生労働省 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定

実現に向けた工程

改革の骨格

専門人材の機能強化・最大活用

地域を基盤とする包括的支援の強化

地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、
生活上の困難を抱える方への包括的支援体制の構築

共生型サービスの創設 【29年制度改正・30年報酬改定】

市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な
包括的支援のあり方の検討

 住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働して、地域
課題の解決を試みる体制を整備【29年制度改正】

 複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築【29年制度改正】

 地域福祉計画の充実【29年制度改正】

地域課題の解決力の強化

地域丸ごとのつながりの強化

対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検討

福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験科目の
一部免除の検討

「地域共生社会」の実現

改革の背景と方向性

公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換 『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換

 多様な担い手の育成・参画、
民間資金活用の推進、多様な就労・社会参加の場の整備

 社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境保全など）と
丸ごとつながることで地域に「循環」を生み出す、先進的取組を支援

7「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）における「共通の基礎課程」の位置づけ



すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出
◇地域資源の有効活用、
雇用創出等による
経済価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な
主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、
住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し
包摂する地域文化

◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場や
機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

8「地域共生社会」とは



【目的】

○職種や分野を超えた共通言語を持ち、地域共生社会の実現に資する人材の育成（＝質的側面）

○複数の医療・福祉資格を取得しやすくし、医療・福祉人材のキャリア・パスを複線化（＝量的側面）

【内容】

○７職種の４年制大学の養成課程に共通の基礎課程を創設し、２つ目以降の養成課程で履修免除

※看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、保育士

○意欲のある大学（単独／コンソーシアム）による手上げ方式を検討

【今後の検討課題】

○共通基礎課程のモデルカリキュラムの設定

○各大学の養成課程でコンピテンシーが習得されていることの確認・認定の仕組み

○２つ目以降の養成課程における履修免除の在り方

○検討スケジュール 他

医療・福祉資格における共通基礎課程の検討

※これまでの厚労科研の研究結果に基づくもの

9
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◆平成28年度「医療関係職種の養成課程内容共通度の調査研究」 （研究代表者：大西弘高）

✓全職種共通の教育内容とするためには養成課程の大幅な見直しが必要

✓コンピテンシー基盤型の教育を見据えていくことが望ましいと結論

◆平成29年度「保健医療福祉専門職の基礎教育課程の移行及び対人支援を行う専門職に

求められる能力とその教育方法に関する研究」 （研究代表者：堀田聰子）

✓対人支援職種に共通して求められるコンピテンシーの試案

◆平成30年度～令和２年度「保健医療福祉資格に共通して求められるコンピテンシーの検証と

教育カリキュラムの構築に関する研究」 （研究代表者：堀田聰子）

✓４年制大学の卒前教育課程における共通基礎課程のモデルカリキュラム （1年程度分）を作成

◆令和３年度「保健医療福祉資格に共通して求められるコンピテンシー習得に向けた

教育コンテンツに関する研究」 （研究代表者：堀田聰子）

✓埼玉県立大学・神奈川県立保健福祉大学において、７職種の養成課程の科目とコンピテンシーを突合

✓８割以上のコンピテンシーが既修になることを確認 （神奈川県立保健福祉大学・看護学科では１０割既習）

（参考）共通基礎課程に係る厚労科研の研究経過



共通基礎課程に関連する厚生労働科学研究の
経緯と検討状況

～対人支援職種に共通して求められるコンピテンシー試案と
モデルカリキュラム案に焦点をあてて～

2022年9月

堀田聰子（慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授）
shm@sfc.keio.ac.jp

1

令和4年度厚生労働科学研究「人口減少社会に対応した保健医療福祉資格の多職種連携等の推進に資する研究」



 共通基礎課程創設を念頭に、医療及び福祉関係17職種の教育内容の共通度等を調査

 医療系・介護福祉系の専門職間では課程共通度が高いものの，医療系と介護福祉系の隔たりが非常に大きく、既存カリキュラムを前提に
年単位で共通化するのは困難。

 人間の生活、社会の理解、保健医療福祉制度、医療安全、病と人の心理、コミュニケーション論等においては，医療系・介護福祉系に
共通する内容が多いものの，異なる用語で教育されている。

 中⾧期的にコンピテンシー基盤型教育、専門職種間連携とその教育なども見据えて、展望を明確化していくことが望ましい。

共通基礎課程に係る厚生労働科学研究の経緯（平成28年度～令和3年度）
◆平成28年度研究：「医療関係職種の養成課程内容共通度の調査研究」（研究代表者：大西弘高）

◆平成29年度研究：「保健医療福祉専門職の基礎教育課程の移行及び対人支援を行う専門職に求められる能力と
その教育方法に関する研究」（研究代表者：堀田聰子）

① 我が国の保健医療福祉職の資格制度の変遷、対人支援専門職種に対する社会的ニーズと求められる能力を巡る議論のレビュー

② 海外における教育課程の共通化の取組について、その範囲と教育内容（教育目標、構成など）・教育方法、資格体系の分化・統合の移行

プロセス継続的な発展枠組みをレビュー

③ 国内外の状況を踏まえ、対人支援専門職に共通して求められるコンピテンシーの試案とその教育のあり方を検討：「新たな医療の在り方

を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会報告書」を踏まえ、保健医療福祉専門職とその育成にかかわる有識者による集中討議

の意見を集約して初期リストを作成のうえ、3地域で専門職・教育機関・自治体・住民とともに地域の実情を踏まえたコンピテンシーや

教育方法に関する対話型ワークショップを開催、さらに検討プロセスに参加した者への意見聴取を繰り返すというプロセスにより検討

◆平成28年度研究：「住民主体の持続可能な共生型地域づくりとその担い手等に関する研究」（研究代表者：堀田聰子）

 「地域共生社会」推進の担い手に求められる専門性とその養成のあり方について、全国11人のハブ人材への実践者によるシャドウィン

グとインタビュー、公開WS、多職種等による討議をつうじて検討し、ハブ人材の専門性、発揮する機能や共通する特性を整理。

• 複雑で高度化した当事者ニーズに応えることができる幅広い射程をもち、専門分化したサービスでは充足できないケアや支える
ネットワークをつくることで、当事者や生活者の相互依存先を増やす（＝循環をつくる）ことができる。批判的思考・複眼的視
角・メタ視点という共通の特性。

• あるべき人材像と教育カリキュラムを固定化せず、各地域における実践とそれをつうじて蓄積されたナレッジを共有・研究し、教
育へと展開することが求められる。
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① 共通基礎課程のモデルカリキュラム案の検証とその実装にかかわる課題抽出

 2つの4年制大学の7職種に関する課程のシラバスの収集・分析により、8-9割が現行課程で既習となると確認、カリキュラム担当

者との意見交換から実装にあたって生じうる課題を整理

 国内外の資格制度の認証プロセスの論理構成等について文献調査を行い、行政による指定以外の多様な方法で認証ないし教育内

容の担保を行いうる可能性と課題を概観

② 共通基礎課程のコンピテンシー習得に向けた教育コンテンツ等の開発・評価

③ 共通基礎課程の教育・学習支援の在り方の検討

◆令和3年度研究：「保健医療福祉資格に共通して求められるコンピテンシーの検証と教育カリキュラムの構築に関する
研究」（研究代表者：堀田聰子）

① 対人支援職種に共通して求められるコンピテンシー試案について、32の教育課程のシラバス、指定規則との対応関係、見直し・追加す

べき部分を検証、文献および教育機関・職能団体関係者とのヒアリングによりコンピテンシー試案を検証・精緻化

② 現行カリキュラムで賄われないコンピテンシー獲得に有効な教育内容・方法を開発

③ 国内の卒前・生涯教育動向及び国際的な専門職の養成・確保の潮流にかかわる文献・ヒアリング・現地調査等から共通基礎課程導入に

あたっての課題を把握・検証

④ 以上を踏まえた共通基礎課程のモデルカリキュラム案を策定

◆平成30年度～令和2年度研究：「保健医療福祉資格に共通して求められるコンピテンシー習得に向けた教育コンテンツ
に関する研究」（研究代表者：堀田聰子）

3

◆令和4年度研究：「人口減少社会に対応した保健医療福祉資格の多職種連携等の推進に資する研究」（研究代表者：堀真奈美）

① 複数資格の取得及び福祉・保健関係職間のタスクシェア、タスクシフトの「量」的効果、福祉人材需給に与える影響の検証

② 各種資格間の連携、タスクシフト、タスクシェアリングの地域における好事例の収集と解析

③ 共通基礎課程の実装・運用に向けた検討（研究分担者：堀田聰子、研究協力者：大西弘高・小野太一・川越雅弘 ほか）

 対象職種の職能団体・教育関係団体等と、社会環境と支援ニーズの変化・将来のケアと各専門職・教育のあり方等について意見

交換を行い、共通基礎課程のコンピテンシー及びモデルカリキュラム、実装・運用上求められる対応を精査する。

 実装及び運用、継続的な発展に係る政策的検討に資する文献調査を行い、示唆をまとめる。



• 検討対象（厚生労働省の方針）：当面は4年制大学（手上げ）において、看護師、理学療法士、
作業療法士、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士（7資格）を検討対象とする。

• 共通基礎課程のボリューム（厚生労働省の方針）：合計1年分程度を想定（検討対象の資格保持者
が他の資格を得る場合には課程を1年短縮できる）。

• 共通基礎課程の内容は、各職種の現状カリキュラムの共通部分を包含／各職種のカリキュラムの一
部と重なり合う／どの職種でも扱っていなかった内容も一部入る。

• 以上を前提に、対人支援職種に共通して求められるコンピテンシー試案ver.3.0（次頁）に対して
共通基礎課程修了時の教育（学習）目標、それを達成させるための教育方略や評価手法を選定、
ルーブリック試案を作成（参考1）
– 教育目標は、想起レベルの知識・知的技能・統合スキルの3種類に分類
– 教育方略は、知識ー講義、知的技能ー演習、統合スキルー実習 で対応
– 学習者評価は、主にMCQ（多肢選択式問題）、口頭試問（Viva）、ポートフォリオの3種類で対応

4

共通基礎課程のモデルカリキュラムの検討

Ns

PT

OT SW
PSW

CW

CCW

共通基礎課程

現行カリキュラムと共通基礎課程の関係
（現行課程で8-9割は既習と考えられる）
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コンピテンシー3.0

1
専
門
職
の
自
律
と
職
業
倫
理

1. 当人中心性を重視した行動ができる。

2. 問題解決に向けた情報収集ができる。

3. 倫理や価値を考慮した臨床上・実践上の意思決
定について考えることができる。

4. 根拠に基づく実践ができる。

5. 自らの生涯学習のニーズを見出し、行い続けること
ができる。

6. 実践に対し省察・振り返りを行い、改善につなげる
ことができる。

7. 実践を通じて、自らの価値観を知ること（自己覚
知）ができる。

8. 自らの心身のストレスに適切に対処できる。

2
科
学
的
思
考
と
そ
の

展
開

1. 人体の構造と機能、疾病の成り立ちや回復のプロ
セスを説明できる。

2. ICF（国際生活機能分類）の要素及びその関
係性を説明できる。

3. 空間やモノ、体験、関係性のデザインに関する多
様な手法を利用できる。

4. 生産性を高める多様なテクノロジー導入の提案が
できる。

3
安
全
の
確
保
と
質
改
善

1. 安全管理の基本的な原則に基づいた行動ができ
る。

2. 守秘義務を遵守して利用者の情報保護ができる。

3. 薬剤や医療的支援による副作用および合併症に
ついて説明できる。

4. 継続的な質改善に必要なプロセスを実践できる。

5. インシデントやアクシデントの発生時にとるべき行動
を説明できる。

6. 災害に対する事前計画と災害時の対応について
説明できる。

4
当
人
の
理
解
と
支
援

1. 関係性を考慮した上で対話の姿勢を保ち、適切なコミュニケーションができる。

2. 当人の主体形成を考慮した形で関わることができる。

3. 当人の自律性や強みを重視し、関係者の多様な視点を踏まえ、対応の方向
性を共に模索できる。

4. リハビリテーション（人間復権）の視点からの関わりができる。

5. 個人と家族、地域コミュニティ等の関係性（エコシステム）、当人の生活（家
政）を理解した上で支援ができる。

6. 言語や文化、宗教、心身・社会経済的状態、性的指向・性自認等の価値観
や背景を受容できる。

7. 人権擁護の視点に基づく支援と人権侵害への適切な行動ができる。

8. 脆弱な個人や集団、抑圧や疎外、周縁化された個人や集団のニーズに対応で
きる。

9. 相談先や依存先の確保を意識した関わりができる。

10. 生活の質向上のためのケアマネジメントを実行できる。

11. 生涯にわたる変化・時間軸を意識した関わりができる。

５
チ
ー
ム
・
組
織
の
理
解

と
協
働
的
実
践

1. 自らの職種の専門性とその限界、他の専門職の役割を理解した協働ができる。

2. 専門職としての影響力を意識した上で、リーダーシップを発揮できる。

3. チームや組織の相乗効果を生むためのコミュニケーションをとることができる。

4. 多職種で学び合うための具体的働きかけができる。

5. 様々な領域におけるチームや組織の特性を理解できる。

6. 様々な主体とつながり、インパクトを意識した取り組みを遂行できる。

7. 自らとチーム内他者の心身のストレスに注意を払い、適切に対処できる。

６
地
域
・
社
会
活
動
と

ソ
ー
シ
ャ
ル
ア
ク
シ
ョ
ン

1. 地域の歴史・文化、社会経済情勢、地方行政等を俯瞰し、住民の生活につい
て説明できる。

2. 健康の社会的決定要因を理解し、地域・社会に働きかけることができる。

3. 地域や社会のめざす姿を、環境や持続可能性の観点から論じることができる。

4. 支援に必要な資源を、時に当人や住民と共に検討できる。

5. 住民や行政、民間企業など多様な主体を含め、コミュニティの継続的循環を環
境や持続可能性の観点から論じることができる。

対人支援職種に共通して求められるコンピテンシー試案（ver.3.0)
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共通基礎課程のモデルカリキュラム（案）

コンピテンス領域 履修時間
（取得単位）

教育方略（時間）

Ⅰ 専門職の自律と職業倫理 135時間（６単位） 講義（45）、演習（60）、実習（30）

Ⅱ 科学的思考とその展開 135時間（８単位） 講義（105）、演習（30）

Ⅲ 安全の確保と質改善 75時間（４単位） 講義（45）、演習（15）、実習（15）

Ⅳ 当人の理解と支援 75時間（４単位） 講義（45）、演習（15）、実習（15）

Ⅴ チーム・組織の理解と
協働的実践

90時間（４単位） 講義（30）、演習（45）、実習（15）

Ⅵ 地域・社会活動と
ソーシャルアクション

90時間（４単位） 講義（30）、演習（30）、実習（30）

計 600時間（30単位）
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（参考1）共通基礎課程のコンピテンシー・教育目標・ルーブリック（案）
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Integrated care

ヘルスケア（保健医療・看護・リハ） ソーシャルケア（介護・福祉）

「病院の世紀」病院医師中心の治療医学・急性期疾
患・治療モデル

救貧・保護 収容・隔離 abled /disabled
パターナリズム

人権・参加と平等脱病院（精神医療）

1960’s

脱施設・ノーマライゼーション
1970’s

国際障害者分類（1980）機能形態障害impairment、能力障害
disability, 社会的不利handicap

生活機能と障害の国際分類(1990): 心身機
能・身体構造、活動、参加

1980’s

1990’s

2000’s

慢性疾患・生活モデル
cure to care   QOL

患者中心の医療

ヘルスプロモーション
（WHO,1986)

利用者主導 選択と自己決定
エンパワメント・モデル 新しい貧困・

社会的排除と
社会的包摂
(欧州委員会1992; 
UN 2010)

2010’s

コミュニティケア
福祉ミックス
コミュニティケア
福祉ミックス

健康の社会的決定要因

健康格差・ソーシャル
キャピタル

社会的処方箋在宅入院

終末期ケア 認知症ケア

プライマリヘルスケア
（1978,WHO)アクセスの改善、公平性、
住民参加、予防活動重視

インフォームドコンセント
（1964ヘルシンキ宣言）

Community Based Rehabilitation
(ILOユネスコWHO,1994) 

国際生活機能分類 ICF 2001:心身機能・
身体構造、活動、参加 双方向性

包摂的な地域社会・文化、当事者のエンパワメント
を媒介した社会生活・日常生活におけるウェルビー

イングの達成（領域共通）こうした支援観を備えた人材の育成、そのためのコンピテン
シーの担保・強化が、保健医療福祉介護の共通課題

15
（出所）森川美絵「保健医療（ヘルスケア）及び福祉介護（ソーシャルケア）における支援観の国際的動向」厚生労働科学研究費補助金（政策科学総
合研究事業（政策科学推進研究事業）） 「保健医療福祉資格に共通して求められるコンピテンシーの検証と教育カリキュラムの構築に関する研究
（研究代表者 堀田聰子）」平成30年度報告

（参考2）ヘルスケア・ソーシャルケアにおける支援観のパラダイム



氏 名 所 属 肩 書 備 考

堀田 聰子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科 教授 研究代表者
大西 弘高 東京大学医学系研究科付属医学教育国際研究センター 講師 研究分担者
川越 雅弘 埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科 教授 研究分担者
森川 美絵 津田塾大学総合政策学部 教授 研究分担者
平野 隆之 日本福祉大学社会福祉学研究科 教授 研究分担者（令和元年度～）
金井 一薫 徳島文理大学大学院看護学研究科 教授 研究分担者（令和元年度～）
山城 清二 富山大学附属病院総合診療部 教授 研究分担者（令和元年度～）
田口 孝行 埼玉県立大学保健医療福祉学部 教授 研究分担者（令和2年度～）
柴﨑 智美 埼玉医科大学医学部 准教授 研究分担者（令和2年度～）
小野 太一 政策研究大学院大学政策研究科 教授 研究分担者（令和2年度～）
石原 美和 宮城大学看護学研究科（当時） 教授 研究分担者（平成29年度）
篠田 道子 日本福祉大学社会福祉学部社会福祉学科 教授 研究分担者（平成29年度）
筧 裕介 NPO法人イシュープラスデザイン 代表理事 研究協力者
古城 亜耶美 社会福祉法人ゆうゆう 研究協力者
坂本 文武 一般社団法人Medical Studio 代表理事 研究協力者
佐藤 理恵 慶應義塾大学 研究員 研究協力者
高波 千代子 慶應義塾大学 研究員 研究協力者
松井 翔惟 医療法人稲生会 研究協力者
吉田 真季 埼玉県立大学研究開発センター 研究員 研究協力者
白山 靖彦 徳島大学大学院医歯薬学研究部地域医療福祉学分野 教授 研究協力者（平成30年度）平成29年度研究フィールド討議等参加者
柳沢 志津子 徳島大学大学院医歯薬学研究部口腔保健福祉学分野 講師 研究協力者（平成30年度）
炭谷 靖子 富山福祉短期大学 看護学科 学長 研究協力者（平成30年度）
竹ノ山 圭二郎 富山福祉短期大学 社会福祉学科 社会福祉専攻 図書館長・教授 研究協力者（平成30年度）
八塚 美樹 富山大学医学部看護学科 教授 研究協力者（平成30年度）
渡辺 美保子 ポラリス保健看護学院 副学院長 研究協力者（平成30年度）平成29年度研究フィールド討議等参加者
丸山 優 埼玉県立大学看護学科/大学院研究科 准教授 研究協力者（平成30年度）
酒井 郁子 千葉大学大学院看護学研究科 教授 令和2年度研究看護ヒアリング
山田 雅子 聖路加国際大学大学院看護学研究科 教授 令和2年度研究看護ヒアリング
山本 則子 東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻 教授 令和2年度研究看護ヒアリング
赤坂 清和 埼玉医科大学理学療法学科 教授 令和2年度研究PTOTヒアリング

望月 久 文京学院大学理学療法学科 教授 令和2年度研究PTOTヒアリング
岡持 利亘 霞が関南病院 地域リハビリテーション推進部長 令和2年度研究PTOTヒアリング
小林 幸治 目白大学作業療法学科 准教授 令和2年度研究PTOTヒアリング
臼倉 京子 埼玉県立大学作業療法学科 准教授 令和2年度研究PTOTヒアリング
茂木 有希子 株式会社ハート＆アート 代表取締役 令和2年度研究PTOTヒアリング
佐山 理絵 帝京平成大学ヒューマンケア学部看護学科 准教授 令和2年度研究モデルコアカリキュラムヒアリング
藤井 博之 日本福祉大学社会福祉学部社会福祉学科 教授 令和2年度研究オンライン教材ヒアリング
安部 博 一般社団法人未来かなえ機構 平成29年度研究フィールド討議等参加者
今野 隆子 一般社団法人未来かなえ機構 平成29年度研究フィールド討議等参加者
滝田 有 滝田医院 院長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
吉田 重之 吉田歯科医院 副院長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
柴垣 維乃 名張市福祉子ども部健康・子育て支援室 成人保健係長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
西嶌 知子 名張市福祉子ども部理事兼健康・子育て支援室 室長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
山﨑 美穂 名張市地域包括支援センター総合支援担当室 室長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
石井 浩子 川越市地域包括支援センター連雀町 センター長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
伊東 雅子 埼玉県歯科衛生士会 川越支部 平成29年度研究フィールド討議等参加者
猪鼻 紗都子 川越市地域包括支援センターかすみ 主任介護支援専門員 平成29年度研究フィールド討議等参加者
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（資料）共通基礎課程のコンピテンシー試案及びモデルカリキュラム案の検討に
参加／協力・助言くださった方々（平成29年度~令和2年度）（敬称略・所属肩書は当時）



入江 さゆり NPO法人 小江戸川越ケアマネジャー協会 理事長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
内田 英治 通所介護・施設 施設長（管理者） 平成29年度研究フィールド討議等参加者
大塚 一彦 川越市歯科医師会 平成29年度研究フィールド討議等参加者
大森 智裕 川越リハビリテーション病院 リハビリテーション部 課長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
岡 義広 西武川越病院リハビリテーション科 主任 平成29年度研究フィールド討議等参加者
岡持 利亘 埼玉県地域リハビリテーション・ケア サポートセンター(霞ヶ関南病院) センター長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
得丸 幸夫 一般社団法人 川越市医師会 理事 平成29年度研究フィールド討議等参加者
橋本 哲孝 川越市歯科医師会 副会長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
原島 清 川越市地域包括支援センターたかしな センター長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
森田 敬介 医療法人瑞穂会 介護老人保健施設瑞穂の里 リハビリテーション課 主任 平成29年度研究フィールド討議等参加者
柳沢 真理子 川越市医師会訪問看護ステーション 管理者 平成29年度研究フィールド討議等参加者
吉田 弘 川越市薬剤師会 副会長 平成29年度研究フィールド討議等参加者
石井 義恭 厚生労働省 老健局 総務課 課長補佐 平成29年度研究集中討議参加者
磯野 祐子 一般社団法人コ・クリエーション 地域まるごとケアステーション川崎 代表理事 平成29年度研究集中討議参加者
大原 裕介 社会福祉法人ゆうゆう 理事長 平成29年度研究集中討議参加者
土畠 智幸 医療法人稲生会 理事長 平成29年度研究集中討議参加者
藤沼 康樹 医療福祉生協連家庭医療学開発センター 平成29年度研究集中討議参加者
枡谷 礼路 一般社団法人Collective for Children 理事 平成29年度研究集中討議参加者
松尾 洋 株式会社くまもと健康支援研究所 平成29年度研究集中討議参加者
吉江 悟 一般社団法人Neighborhood Care 代表理事 平成29年度研究集中討議参加者
市原 美穗 認定NPO法人ホームホスピス宮崎 理事長 平成29年度研究書面調査協力者
井部 俊子 株式会社 井部看護管理研究所 平成29年度研究書面調査協力者
大島 伸一 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 名誉総長 平成29年度研究書面調査協力者
太田 秀樹 医療法人アスムス 理事長 平成29年度研究書面調査協力者
奥村 圭子 杉浦医院/地域ケアステーションはらぺこスパイス 室長 平成29年度研究書面調査協力者
澤登 久雄 牧田総合病院 地域ささえあいセンター センター長 平成29年度研究書面調査協力者
白澤 政和 桜美林大学大学院老年学研究科 平成29年度研究書面調査協力者
武田 裕子 順天堂大学医学部医学教育研究室 平成29年度研究書面調査協力者
中島 鈴美 三軒茶屋内科リハビリテーションクリニック 平成29年度研究書面調査協力者
中野 智紀 社会医療法人JMA東埼玉総合病院　在宅医療連携拠点菜のはな 室長 平成29年度研究書面調査協力者
長谷川 幹 三軒茶屋内科リハビリテーションクリニック 平成29年度研究書面調査協力者
紅谷 浩之 オレンジホームケアクリニック 平成29年度研究書面調査協力者
町田 剛 薬樹株式会社 取締役 平成29年度研究書面調査協力者
山岸 暁美 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 平成29年度研究書面調査協力者
山田 尋志 社会福祉法人リガーレ暮らしの架け橋 理事長 平成29年度研究書面調査協力者
山本 武志 札幌医科大学保健医療学部看護学科 准教授 平成29年度研究書面調査協力者
遠藤 一博 埼玉県医師会地域包括ケアシステム推進委員会 委員 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

前川 哲雄 埼玉県栄養士会 副会長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

伊藤　衛 埼玉県介護支援専門員協会 理事長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

各務 初恵 埼玉県看護協会 常務理事 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

成田 有里 埼玉県公認心理師協会 副会長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

花村 温子 埼玉県公認心理師協会 理事・事務局長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

小宮山 和正 埼玉県歯科医師会 地域保健担当　理事 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

田中　 入 埼玉県歯科医師会 地域保健部　常任部員 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

福嶋 克巳 埼玉県社会福祉士会 副会長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

関谷 陽子 埼玉県薬剤師会地域医療推進委員会 副委員長 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者

武笠 真由美 埼玉県薬剤師会社会保険委員会　 委員 埼玉県における「連携力の高い人材育成」を目指した職能団体と4大学意見交換会出席者 17
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